
1. はじめに

海水浴場は，海に面している県であれば必ず存在し，

地域住民や観光客など，誰もが自由に出入りできる空間

である．利用目的も様々で，海水浴を始め，日光浴や砂

遊び，散歩などの砂浜を利用するもの，サーフィンやマ

リンスポーツなど，外浜を利用するものなどがある．こ

のように，多くの人が様々な目的で利用している海水浴

場では，身の安全を脅かす多くの危険が存在しており，

その中の1つに津波が含まれる．東南海・南海地震では，

津波による甚大な人的被害が予想されており，国や各自

治体で様々な防災・減災対策が進められている．しかし，

こうした対策は主に地域住民を対象としたものであり，

海水浴場利用者など来訪者を対象としたものではないの

が現状である．また，たとえ正しい対策がとられていた

としても，利用者の津波防災意識が不十分であれば，そ

の対策効果を十分に発揮することができない．すなわち，

津波による被害を軽減するためには，利用者の津波防災

意識も重要であると考えられる．

そこで本研究では，観光地海岸として海水浴場を取り

上げ，海浜利用者の津波防災に関するアンケート調査を

実施し，その津波防災意識を把握しようとした．また，

統計解析手法の1つである共分散構造分析を用いて海水

浴場利用者の避難意思決定に至る要因を明らかにし，さ

らに避難行動計算を行うことで津波に対する避難行動の

現状を把握しようとした．

2. 海水浴場利用者の津波防災意識調査

（1）調査概要

調査対象地は，東南海・南海地震による津波被害が想

定される和歌山県白浜町の白良浜，和歌山県田辺市の扇

ヶ浜，三重県志摩市の御座白浜，および阿児の松原の4

ヶ所とした．この4ヶ所の位置関係を図-1に示す．また，

4つの海水浴場におけるアンケート調査概要を表-1に示

す．これらの海水浴場の選定理由は，観光客が多く利用

する代表的な海水浴場として白良浜，地域住民が多く利

用する海水浴場として扇ヶ浜を選定した．また，管理組

織や体制の違いによる津波防災意識の差を検討するため

に御座白浜，津波防災意識に対する津波避難訓練の効果

を明らかにするため阿児の松原を選定した．なお，それ

ぞれの海水浴場におけるアンケート設問数が異なってい

る理由は，共通の設問として21項目を定め，それに管理

体制や避難訓練など各海水浴場独自の設問を加えたため

である．

（2）調査結果

a）東南海・南海地震発生時の津波来襲の可能性認知

図-2に東南海・南海地震発生時の津波来襲の可能性認
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知を示す．「来ることを知っている」と回答した人は，

扇ヶ浜で40％に達しているが，他の海水浴場では30％

以下である．これより，利用者の約半数が地元住民であ

る扇ヶ浜では，多くの利用者が津波の来襲を知っており，

周辺地域に対する津波防災教育の成果が表れていること

がわかった．また，和歌山県の海水浴場と三重県の海水

浴場とを比較してみても，「来ることを知っている」と

回答した人の割合に差がみられる．これより，県や市な

ど海水浴場を管理する行政の体制や取組の違いが津波防

災に対する効果に影響を及ぼすことが明らかとなった．

b）都道府県別の避難開始時刻

図-3に都道府県別の避難開始時刻を示す．「すぐに避

難する」と回答した人は，和歌山県で74％であり，大阪

府，奈良県，京都府に対して有意な差が見られる．（Z検

定5％有意確率）すなわち，和歌山県からの来訪者は，

他の都道府県からの来訪者と比べて津波から迅速な避難

ができると言える．また，その他については，近畿や東

海地方以外からの来訪者が中心であり，「周りが避難し

始めたら避難する」と回答した人の割合が12％と，近畿

や東海地方の都道府県より高いことがわかる．すなわち，

遠方からの来訪者は土地に不慣れであり，周囲の海水浴

場利用者の行動に依存する傾向がある．

c）都道府県別の津波ハザードマップ認知度

図-4に都道府県別の津波ハザードマップの認知を示

す．「実際に見たことがある」と回答した人の割合は和

歌山県で23％であり，他の都道府県からの来訪者と比べ

ると高い．（Z検定5％有意確率）また，「知らない」と

回答した人の割合も，和歌山県からの来訪者は最も少な

く53％である．（Z検定5％有意確率）しかし，和歌山県

においても認知している人は半数以下であり，津波ハザ

ードマップの認知度は高いとは言えない．

3. 津波に対する避難意思構造の共分散構造分析

（1）モデルの構築

2.のアンケート調査で，海水浴場利用者が津波の来襲

は知っているが，地震が起きてもすぐに避難しないこと

を明らかにした．海水浴場利用者が避難行動を開始する

きっかけは，場所，時間，避難勧告などを始め，津波防

災知識や津波に対する不安，周囲の避難状況など様々な

要因が考えられる．そこで，これらの中から津波防災知

識や津波に対する不安，避難意識が避難意思決定に及ぼ

す影響についてアンケート集計結果を用いて共分散構造

分析を行い明らかにする．

図-5に津波防災知識から避難意思発生までの仮説モデ

ルを示す．モデルは，図に示した4つの潜在変数から構

成される．すなわち，防災知識が，津波に対する不安と

避難意識に影響を与え，この2つの潜在変数が避難意思

す影響についてアンケート集計結果を用いて共分散構造

分析を行い明らかにする．

図-5に津波防災知識から避難意思発生までの仮説モデ
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白良浜海水浴場

和歌山県白浜町

2006年

8月4日，5日

318人

21問（属性5問） 

扇ヶ浜海水浴場

和歌山県田辺市

2007年

7月29日

211人

23問（属性5問）

御座白浜海水浴場

三重県志摩市

2008年

8月2日

374人（有効回答338人）

23問（属性5問）

阿児の松原海水浴場

三重県志摩市

2009年

7月27日

270人

27問（属性7問）

表-1 アンケート調査概要

図-2 東南海・南海地震発生時の津波来襲の可能性認知

図-3 都道府県別の避難開始時刻 図-4 都道府県別の津波ハザードマップ認知度



ルを示す．モデルは，図に示した4つの潜在変数から構

成される．すなわち，防災知識が，津波に対する不安と

避難意識に影響を与え，この2つの潜在変数が避難意思

に繋がる構造である．なお，それぞれの潜在変数を構成

する観測変数は表-2に示す通りであり，影響を与えてい

ると考えられるアンケートの設問項目から選択した．

（2）津波に対する避難意思構造の分析結果

図-6に全体の「避難意思」の因果モデルを示す．「津

波に対する不安」因子から「避難意思」因子への因果関

係は，t検定5％水準で統計的に有意ではないが，適合指

標については図の通りであり，説明力は十分である．

「防災知識」因子から「避難意識」因子への因果係数

は0.70であり「防災知識」因子が「避難意識」因子の変

動を（0.70）2＝49.0％規定している．すなわち，津波防

災知識が向上すれば津波からの避難意識が高くなると言

える．また「防災知識」因子から「津波に対する不安」

因子への因果係数が0.56であり「防災知識」因子が「津

波に対する不安」因子の変動を（0.56）2＝31.4％規定し

ていると言える．すなわち「防災知識」因子から「避難

意識」因子への影響ほど強くないが，津波防災知識が向

上すれば津波に対する不安も高くなることがわかった．

「津波に対する不安」因子から「避難意識」因子への

因果係数が-0.15であり，また，「津波に対する不安」因

子から「避難意思」因子への影響が t検定により否定さ

れていることから，津波に対する不安が増加しても避難

しなければならないという意識や，避難するという意思

は発生しないと推定できる．

「避難意思」因子に最も影響を与えるのは，「防災知識」

因子から「避難意識」因子を媒介として「避難意思」因

子に向かうパスであった．

これらのことより，津波防災知識を向上させることで，

避難意識が向上すること．また，津波に対する不安も増

加するが，津波に対する不安は避難意識や避難意思には

結び付かないことがわかった．すなわち，津波防災知識

を得ることで避難意識が向上し，避難意思が発生すると

いう流れが，避難開始に最も影響することがわかった．

4. 津波来襲時における海水浴場からの避難行動

（1）計算条件

本論文では，簡単なセル間の局所的相互作用から，人

の群集行動などの複雑な現象を再現できるセルラーオー

トマトンを用いた．なお，計算モデルは近田ら（2000）

の研究を参考にし，海水浴場からの避難行動計算を行った．

対象地は，東南海・南海地震による津波被害が予測さ

れる阿児の松原とした．また，阿児の松原では避難訓練

を実施しており，アンケート調査結果から避難訓練参加

の有無による避難開始時刻の変化を避難行動計算に考慮

することで，避難行動における避難訓練効果を検討した．

対象地は，写真-1に示した阿児の松原海水浴場であり，

海水浴場利用者を対象としているため，線で囲った遊泳

区域を計算対象領域とした．また，避難行動計算は，一

時避難を想定した海岸モデルと海浜から避難場所までを

想定した市街地モデルの2ケースについて行ったが，こ

こでは市街地モデルについて述べる．

図-7に避難誘導が十分に行われた場合の避難対象地の

モデルを示す．なお，図中の凡例は楕円で示したものが

海岸から道路へ誘導する標識，方形で示したのが道路か

ら避難場所（丸印）まで誘導する標識である．このモデ

ルでは，避難場所までの避難誘導が行われている，また

は避難者が避難場所を把握していることを前提としてい

るため，海水浴場から避難場所までの最短距離を進むこ

とができるように標識を設置した．
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図-5 津波防災知識から避難意思発生までの仮説モデル

防災知識

津波に対する
不安

避難意識

避難意思

東南海・南海地震発生時の津波来襲の可能性認知

津波ハザードマップの認知

行政指定の避難場所の認知

東南海・南海地震に関する知識

過去の津波災害の認知

東南海・南海地震発生時の津波到達時間予測

東南海・南海地震発生時の津波到達波高予測

津波に対する危険認識

海水浴場利用時の津波に対する意識

津波避難訓練の参加意識

避難開始時間

避難場所

避難手段

表-2 潜在変数を構成する観測変数

図-6 「避難意思」の因果モデル



図-8に避難誘導が不十分であった場合の避難対象地の

モデルを示す．図中の凡例は図-7と同様である．このモ

デルでは，避難場所までの避難誘導が行われておらず，

避難者が避難場所を把握していないことを前提としてい

る．なお，地盤高が高い場所まで移動できれば，以後は

避難場所まで迷わず避難できるように標識を設置した．

図-9に阿児の松原における津波避難訓練参加有無別の

避難開始時刻を示す．この結果の割合を利用して避難開

始の時間に変化を持たせた．「すぐに避難する」は計算

開始時，「周りが避難し始めたら避難する」は30秒後，

「避難指示の放送が流れたら避難する」は志摩市からの

情報提供より3分後とし，その他の項目は15分後とした．

歩行速度については，図-10に示す集団歩行人数と歩

行速度との関係を用いた．大西ら（2008）が示した通常

の歩行速度1.4m/sと集団歩行実験値Vhより求めた歩行速

度減少率Vds，Vdrを乗じることで，集団歩行速度を求めた．

これらの式を以下に示す．

［海岸における集団歩行速度の減少率］

………………（1）

［道路における集団歩行速度の減少率］

………………（2）

ここに，N0は1m2中の歩行人数である．

（2）海水浴場からの避難行動計算の結果

図-11に避難成功率と経過時間との関係を示す．なお，

阿児の松原には20分で津波が来襲するため，これまでに

避難を完了する必要がある．これによると，避難誘導の

有無が避難成功率に大きな影響を与えていることがわか

る．700秒経過後から避難誘導が不十分な場合の避難成
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写真-1 阿児の松原海水浴場（Google Earthより）

図-7 避難誘導を設置した対象地モデル

図-8 避難誘導を設置しない対象地モデル

図-9 津波避難訓練参加有無別の避難開始時間

図-10 集団歩行人数と歩行速度との関係



功率の上昇が緩やかになり始め，最終的に避難誘導が十

分に行われた場合と比較すると30％程度の人が避難し遅

れることがわかった．また，避難訓練参加の有無による

避難成功率の変化は顕著に表れなかったが，一斉避難と

比較すると終始5％ほどの差が存在した．また，最も避

難成功率が高い一斉に避難し避難誘導が十分に行われた

場合でも83％の成功率で，全員が避難を完了することが

できないことがわかった．したがって，海岸の出入口や

道路幅の拡張，海水浴場近隣に避難場所を設けるなどの

対策が必要であると考えられる．

4. 結論

本研究では，津波防災意識に関するアンケート調査を

実施し，海水浴場利用者の津波防災意識を検討した．ま

た，統計解析手法の1つである共分散構造分析を用いて

海水浴場利用者の避難意思決定に至る要因を検討した．

さらに，阿児の松原を対象地として，海水浴場からの避

難行動シミュレーションを行い，海水浴場利用者の迅速

な避難の方法や適切な避難誘導のあり方を検討すると同

時に，避難訓練参加の有無による避難開始時刻の変化を

考慮することで，避難行動に対する避難訓練効果も検討

した．本研究により得られた主な成果を，以下に示す．

1）管理体制や，県や市など行政による津波防災教育の

違いが津波防災意識に影響を与え，特に和歌山県の津

波防災意識が高いことが明らかとなった．

2）津波被害予測地域でも津波ハザードマップや行政指

定の避難場所などの津波防災知識は欠如している．

3）避難意思決定には，津波に対する不安は影響せず，

津波防災知識を得ることで避難意識が向上し，避難意

思の決定に至る．

4）津波防災知識を得ることで避難意識が向上し，避難

意思が発生するという流れが，避難開始に最も影響する．

5）迅速な避難行動には，適切な避難誘導が効果的である．

6）阿児の松原では，津波来襲までに全員が避難を完了

できない可能性があるため，海岸の出入口や道路幅の

拡張，海水浴場近隣に避難場所を設けるなどの対策が

必要であると考えられる．
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図-11 避難成功率と経過時間との関係


